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要旨 





（Japan Doctoral Human Resource Profiling, JD-Pro2012）の個票データで見ると、35歳















The Career Development and Family Formation of Female Doctors 
 





The Japanese female researcher surpassed 130,000 in 2015, and the ratio rose to 14.7%. But, the 
number of female researcher ratio remained still low in the global community. The Japanese 
government advocates the achievement of "raising the ratio female researcher to 30% in the natural 
science as a whole” and “upbringing the woman as the leader of organization" in The 5th Science 
and Technology Basic Plan which was decided by the cabinet in January 2016. 
When we calculate the labor force participation rate using National Institute of Science and 
Technology Policy (NISTEP) “Japan Doctoral Human Resource Profiling, JD-Pro2012” individual 
data, labor force participation rate of female doctor under 35 years old is 95.8%, which is  
remarkably higher than general college graduates and above with 81.4%. They tend to remain in the 
labor market even when it is easy to become non-labor force on the occasion of family formation. 
However, the career development would not be favorable, because the rate of the female doctoral 
candidate to actually get a doctoral degree is 5% lower than the rate of male candidate and the 
female non-regular employment rate such as limited term appointment and a part-time job is higher 
than the male.  
Having investigated the influence of the family formation on the rate of getting the degree by 
using logistic-regression analysis, it was estimated that the rate of getting the degree fell down in the 
case of the woman who has a child. In addition, when the regular employment rate was taken as the 
dependent variable, a significant negative coefficient was estimated for both married women 
(without children) and women who have children in cases where employers were universities and 
private enterprises. The negative influence to regular employment rate is strong in particular for a 
woman having a child in a private enterprise. It will become more important how we support the 
activity of the working female researcher in a company, because the majority of Japanese researcher 
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成 8 年)には女性研究者数は 6 万人程度で、その比率は全体の 10％に満たなかったが、2015






出所）文部科学省 科学技術・学術政策研究所『科学技術指標 2016』より。全体の値は概要図表 2-1-9, 組
織別の値は概要図表 2-1-10 からの数値を使用。 
注）研究者数は、すべてヘッドカウント値による。 
 
第 5 期科学技術基本計画では第 4 期中に達成出来なかった「自然科学系全体で女性研究
者比率 30％」という目標の達成や、「組織のリーダーとしての女性の育成」等を謳い、そ
のために産学官の総力を結集し、総合的推進を目指すとしている（閣議決定 2016 年 1 月）。 
本研究では、研究者育成の最も主要なシステムである大学院の博士課程を修了した者の
キャリアの状況を調べた『博士人材追跡調査（2012 年度博士課程修了者_1 年半後）』（Japan 


























大学 25.9 34.9 33.3 44.6 29.4
公的機関 16.9 37.9 35.7 36.9 25.0
企業 8.1 14.1 19.9 20.7 14.2
非営利団体 13.8 ― 40.0 39.6 27.0





概要図表２ 若年者の就業状況比較 （大学・大学院卒者と博士卒者の比較） 
  






































N 比率 N 比率
大学等 2,720 59.8% 5,206 47.2% 12.6
公的研究機関等 455 10.0% 1,255 11.4% -1.4
民間企業（法人） 854 18.8% 3,458 31.4% -12.6
個人事業主 204 4.5% 411 3.7% 0.8
非営利団体 103 2.3% 227 2.1% 0.2
その他 211 4.7% 461 4.2% 0.5



































N 比率 N 比率
正社員・正職員 2,318 51.0% 7,037 63.9% -12.9
派遣労働者 32 0.7% 82 0.7% 0.0
契約社員、嘱託、任期制 1,529 33.6% 3,141 28.5% 5.1
パートタイム・アルバイト 468 10.3% 374 3.4% 6.9
事業主・家内労働者 35 0.8% 169 1.5% -0.8
その他 166 3.6% 215 2.0% 1.7




N 比率 N 比率
学位あり 3,959 80.2% 9,820 85.3% -5.2
学位なし 978 19.8% 1,688 14.7%




























係数 z 係数 z
女性＝１ -0.164 -3.050 *** -0.051 -0.670
年齢 -0.066 -3.270 *** -0.069 -3.420 ***
年齢の二乗 0.000 1.740 * 0.000 1.870 *
外国人＝１ 1.025 14.630 *** 1.031 14.600 ***
未婚（R) ― ― ― ―
既婚（子どもなし） 0.245 3.790 *** 0.297 3.790 ***
既婚（子どもあり） 0.109 1.700 * 0.211 2.740 ***
既婚（子どもなし）×女性ダミー -0.132 -1.090
既婚（子どもあり）×女性ダミー -0.307 -2.440 *
理学 -0.140 -1.570 -0.138 -1.540
工学（R) ― ― ― ―
農学 -0.182 -1.600 *** -0.188 -1.650 *
医歯薬 0.755 9.040 *** 0.745 8.900 ***
人文 -2.274 -28.150 *** -2.271 -28.100 ***
社会 -1.497 -18.190 *** -1.499 -18.200 ***






























































係数 z 係数 z 係数 z
女性＝１ -0.019 -0.050 -0.264 -1.620 0.042 0.520
年齢 -0.148 -1.220 4.149 8.100 *** 0.229 7.090 ***
年齢の二乗 0.001 0.970 -0.001 -5.560 *** -0.002 -5.090 ***
外国人＝１ 2.372 5.150 *** -0.183 -1.220 0.001 0.020
未婚（R) ― ― ― ― ― ―
既婚（子どもなし） 0.081 0.210 0.250 1.390 0.467 5.840 ***
既婚（子どもあり） 1.280 3.190 *** 0.033 0.190 0.454 5.810 ***
既婚（子どもなし）×女性ダミー -0.502 -0.820 -0.825 -2.980 *** -0.643 -4.940 ***
既婚（子どもあり）×女性ダミー -3.448 -5.160 *** -1.023 -3.570 *** -0.414 -3.210 ***
理学 -0.226 -0.390 -1.662 -9.030 *** -1.099 -11.570 ***
工学（R) ― ― ― ― ― ―
農学 0.025 0.030 -1.354 -5.990 *** -0.800 -6.450 ***
医歯薬 0.170 0.370 -1.562 -8.650 *** 0.200 2.560 ***
人文 -2.190 -3.470 *** -2.148 -9.570 *** -1.006 -9.620 ***
社会 -0.272 -0.290 -1.251 -4.780 *** -0.222 -2.280 **





係数 z 係数 z 係数 z
女性＝１ -0.433 -2.000 ** 0.297 0.540 -1.543 -4.040 ***
年齢 0.661 8.230 *** 0.290 1.300 2.798 3.040 ***
年齢の二乗 -0.007 -6.800 *** -0.003 -1.110 0.001 3.550 ***
外国人＝１ -0.308 -2.070 ** -2.680 -4.630 *** -0.785 -2.060 **
未婚（R) ― ― ― ― ― ―
既婚（子どもなし） 0.537 2.980 *** 0.864 1.250 -0.322 -0.770
既婚（子どもあり） 0.648 3.630 *** 3.158 3.950 *** 0.811 2.040 **
既婚（子どもなし）×女性ダミー -0.175 -0.490 -0.274 -0.330 0.566 0.850
既婚（子どもあり）×女性ダミー 0.219 0.590 -5.781 -4.620 *** -0.162 -0.280
理学 -0.956 -5.390 *** -3.889 -3.970 *** 1.003 2.000 **
工学（R) ― ― ― ― ― ―
農学 -0.146 -0.690 -1.985 -1.790 * 1.239 1.580
医歯薬 -0.818 -4.500 *** -2.204 -2.630 *** 0.296 0.700
人文 -1.271 -4.460 *** -3.245 -3.510 *** -1.239 -2.920 ***
社会 -1.234 -4.450 *** -1.861 -2.190 ** 0.343 0.620


















の研究者比率が高い。概要図表 8 のように、企業で働く女性研究者の数は 2005 年から 2015































全体 うち女性 女性比率 全体 うち女性 女性比率
大学等 291147 61425 21.1% 321571 83428 25.9% 4.8
公的機関 36725 4492 12.2% 34067 5741 16.9% 4.6
企業 490551 31541 6.4% 560466 45578 8.1% 1.7
非営利団体 12051 1232 10.2% 10567 1459 13.8% 3.6



































（閣議決定 2016 年 1月）。 
実際、女性の高学歴化と社会進出を背景に、女性研究者の数と比率は少しずつ伸びてき
ている（参考図表 1）。総務省統計局の『科学技術研究調査』によれば、科学技術基本計画
の初年度である 1996 年(平成 8 年)には女性研究者の数は 6 万人程度で、全体の 10％に満
たなかったが、最新の 2015 年 (平成 27 年) 度では 13 万人を超え、比率としては 15％に
























図表 １-１ 主要国における雇用先機関別、女性研究者比率 
  
出所）文部科学省 科学技術・学術政策研究所『科学技術指標 2016』より。全体の値は図表 2-1-9, 組織











                                                        
1 Gender Gap Index2014 で見ると、日本は 104 位、韓国は 117 位である。
http://reports.weforum.org/global-gender-gap-report-2014/economies/#economy= 
また日・米・韓の男女の雇用の特徴を比較したものに Choe, Bumpass and Tsuya (2004：pp.95-113),日・
中・韓の男女のライフスタイルを比較したものに石塚(2008:pp.40-58)等がある。 
2 但し、米国、中国のデータは無い。 
















大学 25.9 34.9 33.3 44.6 29.4
公的機関 16.9 37.9 35.7 36.9 25.0
企業 8.1 14.1 19.9 20.7 14.2
非営利団体 13.8 ― 40.0 39.6 27.0







Human Resource Profiling, JD-Pro）』を平成 26 年から開始した 5。これによって構築さ









の「大学・大学院卒者の 25－34 歳」で 97.5％、JD-Pro2012 の 35 歳未満で 98.4%とどちら
も 100％に近い高率で大きな差はないが、JD-Pro2012 で１ポイントほど高い。完全失業率
を見てみると男性の場合、『労働力調査』の「大学・大学院卒者の 25－34 歳」で 4.0％、




は「大学・大学院卒者の 25－34歳」で 81.4％、JD-Pro2012 では 35 歳未満で 95.8%と 14.4
ポイントも高くなっている。しかし完全失業率を見ると『労働力調査』の「大学・大学院









                                                        
4 主なものに、株式会社 日本総合研究所『博士課程修了者の進路実態に関する調査研究』,文部科学省 高
等教育局 平成 22 年度先導的大学改革推進委託事業(2011.3)、三菱 UFJ リサーチ＆コンサルティング『博
士課程学生の経済的支援状況と進路実態に係る調査研究』,文部科学省 高等教育局大学振興課 平成 25
年度「先導的大学改革推進委託事業」(2014.3)、文部科学省 科学技術政策研究所『第 3 期科学技術基本
計画のフォローアップに係る調査研究「大学・大学院の教育に関する調査」プロジェクト第 2 部－我が国
の博士課程修了者の進路動向調査 報告書』（2009.3）等がある。 









ている可能性がある。図表 1-3は図表 1-2の 35 歳未満の若年層のみの値を分かりやすくグ
ラフ化したものである。女性の労働力率が顕著に高いことが見て取れる。 
 
図表 １-２ 男女別 労働力率と完全失業率（博士と全体） 
 
出所）JD-Pro2012、及び『労働力調査』2014 年度平均 Ⅱ－Ｂ－第 2 表より作成。 
 
 
図表 １-３ 若年者の就業状況比較 （大学・大学院卒者と博士卒者の比較）  
 






労働力率 70.5 97.5 98.1 98.4






労働力率 49.3 81.4 95.5 95.8































同様に JD-Pro2012 から雇用先機関（セクター）の状況を見たのが図表 1-4 である。男
女で比率が大きく異なるのが「大学等」と「民間企業(法人)」で、「大学等」では女性の方




















N 比率 N 比率
大学等 2,720 59.8% 5,206 47.2% 12.6
公的研究機関等 455 10.0% 1,255 11.4% -1.4
民間企業（法人） 854 18.8% 3,458 31.4% -12.6
個人事業主 204 4.5% 411 3.7% 0.8
非営利団体 103 2.3% 227 2.1% 0.2
その他 211 4.7% 461 4.2% 0.5




N 比率 N 比率
正社員・正職員 2,318 51.0% 7,037 63.9% -12.9
派遣労働者 32 0.7% 82 0.7% 0.0
契約社員、嘱託、任期制 1,529 33.6% 3,141 28.5% 5.1
パートタイム・アルバイト 468 10.3% 374 3.4% 6.9
事業主・家内労働者 35 0.8% 169 1.5% -0.8
その他 166 3.6% 215 2.0% 1.7








































                                                        
7 第 5 期科学技術基本計画（2016：p.28）。 
N 比率 N 比率
学位あり 3,959 80.2% 9,820 85.3% -5.2
学位なし 978 19.8% 1,688 14.7%





































号取得者に関しては第 2 章で見たように、NSF(National Science Foundation)が博士号取
得者全員に包括的な調査を実施しており、学位取得までの年数や、学位取得直後の働き方、
時間配分等について詳しい情報が把握されている（Survey of Earned Doctorate, SED)。
またさらに SED からサンプルを抽出し 75 歳まで追跡しているパネルデータ（Survey of 
Doctoral Recipient , SDR）があり、個票分析の出来る研究データとして広く活用されて
いる 8。 
                                                        





Ginther and Kahn(2009)や Ceci, Ginther, Kahn and Williamns（2014）がある。Ginther 




Ceci, Ginther, Kahn and Williamns では、アカデミックにおけるサイエンスキャリア
を俯瞰しているが、高校を卒業した者の中でバチャラー(学士号)を取得した女性の比率、







も Nelson and Rogers（2005)では、女性の方が男性よりもテニュアのアシスタントプロフ
















を行っている。推計 1 では学位取得率を、推計 2 では正規職雇用率を被説明変数としてい
る。 
                                                        
9 研究者の雇用が不安定であることが、家族形成や住宅購入といったライフプラン全体に影響を及ぼす可
能性もある。データに家族形成の動態を明らかにする初婚年齢や第１子出産年齢が分かれば、人口学的ア






傾向にある。JD-Pro2012 での回答者を見ると、修了直後の学位取得率は 72.2％で、1 年半
後の JD-Pro 調査時点では 83.8％まで上がっている。学位授与の審査基準や期間は分野に
よる慣習の影響が強いため、各分野の中央値で見ると、理学・工学・農学といった理系分





























内縁関係も含めており 13、「未婚」、「配偶者（パートナー）あり」、「離別・死別」の 3 つの
選択肢がある。若い世代が多いこともあり、「離別・死別」が少数であったため、この場合
                                                        
11 米国では 1990 年代から 20 年ほどで、全ての分野で、Ph.D コースへの入学から学位取得までの期間が





















結果はモデル 1、モデル 2 とも未婚者よりも既婚である場合、子供ありでも子どもなし
でも有意にプラスの値が推計されている。既婚であることが学位取得につながったという
よりは、学位取得というキャリアの節目を越えてから結婚した、と考える方が自然であろ

























サンプル数 平均 標準偏差 最小値 最大値




4630 0.652 0.476 0 1
性別 女性＝１ 5052 0.276 0.447 0 1
年齢 5052 34.382 8.663 23 78
国籍 外国人＝１ 5052 0.146 0.353 0 1
大学等 5052 0.469 0.499 0 1
公的研究機関等 5052 0.105 0.306 0 1
民間企業（法人） 5052 0.279 0.449 0 1
個人事業主 5052 0.037 0.190 0 1
非営利団体 5052 0.022 0.148 0 1
その他 5052 0.042 0.201 0 1
正社員・正職員 4825 0.626 0.484 0 1
派遣労働者 4825 0.007 0.082 0 1
契約社員、嘱託、任期制 4825 0.278 0.448 0 1
パートタイム・アルバイト 4825 0.049 0.216 0 1
事業主・家内労働者 4825 0.016 0.126 0 1
その他 4825 0.024 0.154 0 1
未婚（R) 4899 0.420 0.494 0 1
既婚（子どもなし） 4899 0.269 0.444 0 1
既婚（子どもあり） 4899 0.311 0.463 0 1
理学 5052 0.173 0.379 0 1
工学（R) 5052 0.234 0.423 0 1
農学 5052 0.065 0.246 0 1
医歯薬 5052 0.288 0.453 0 1
人文 5052 0.083 0.276 0 1
社会 5052 0.090 0.286 0 1





























係数 z 係数 z
女性＝１ -0.164 -3.050 *** -0.051 -0.670
年齢 -0.066 -3.270 *** -0.069 -3.420 ***
年齢の二乗 0.000 1.740 * 0.000 1.870 *
外国人＝１ 1.025 14.630 *** 1.031 14.600 ***
未婚（R) ― ― ― ―
既婚（子どもなし） 0.245 3.790 *** 0.297 3.790 ***
既婚（子どもあり） 0.109 1.700 * 0.211 2.740 ***
既婚（子どもなし）×女性ダミー -0.132 -1.090
既婚（子どもあり）×女性ダミー -0.307 -2.440 *
理学 -0.140 -1.570 -0.138 -1.540
工学（R) ― ― ― ―
農学 -0.182 -1.600 *** -0.188 -1.650 *
医歯薬 0.755 9.040 *** 0.745 8.900 ***
人文 -2.274 -28.150 *** -2.271 -28.100 ***
社会 -1.497 -18.190 *** -1.499 -18.200 ***































係数 z 係数 z 係数 z
女性＝１ -0.019 -0.050 -0.264 -1.620 0.042 0.520
年齢 -0.148 -1.220 4.149 8.100 *** 0.229 7.090 ***
年齢の二乗 0.001 0.970 -0.001 -5.560 *** -0.002 -5.090 ***
外国人＝１ 2.372 5.150 *** -0.183 -1.220 0.001 0.020
未婚（R) ― ― ― ― ― ―
既婚（子どもなし） 0.081 0.210 0.250 1.390 0.467 5.840 ***
既婚（子どもあり） 1.280 3.190 *** 0.033 0.190 0.454 5.810 ***
既婚（子どもなし）×女性ダミー -0.502 -0.820 -0.825 -2.980 *** -0.643 -4.940 ***
既婚（子どもあり）×女性ダミー -3.448 -5.160 *** -1.023 -3.570 *** -0.414 -3.210 ***
理学 -0.226 -0.390 -1.662 -9.030 *** -1.099 -11.570 ***
工学（R) ― ― ― ― ― ―
農学 0.025 0.030 -1.354 -5.990 *** -0.800 -6.450 ***
医歯薬 0.170 0.370 -1.562 -8.650 *** 0.200 2.560 ***
人文 -2.190 -3.470 *** -2.148 -9.570 *** -1.006 -9.620 ***
社会 -0.272 -0.290 -1.251 -4.780 *** -0.222 -2.280 **





係数 z 係数 z 係数 z
女性＝１ -0.433 -2.000 ** 0.297 0.540 -1.543 -4.040 ***
年齢 0.661 8.230 *** 0.290 1.300 2.798 3.040 ***
年齢の二乗 -0.007 -6.800 *** -0.003 -1.110 0.001 3.550 ***
外国人＝１ -0.308 -2.070 ** -2.680 -4.630 *** -0.785 -2.060 **
未婚（R) ― ― ― ― ― ―
既婚（子どもなし） 0.537 2.980 *** 0.864 1.250 -0.322 -0.770
既婚（子どもあり） 0.648 3.630 *** 3.158 3.950 *** 0.811 2.040 **
既婚（子どもなし）×女性ダミー -0.175 -0.490 -0.274 -0.330 0.566 0.850
既婚（子どもあり）×女性ダミー 0.219 0.590 -5.781 -4.620 *** -0.162 -0.280
理学 -0.956 -5.390 *** -3.889 -3.970 *** 1.003 2.000 **
工学（R) ― ― ― ― ― ―
農学 -0.146 -0.690 -1.985 -1.790 * 1.239 1.580
医歯薬 -0.818 -4.500 *** -2.204 -2.630 *** 0.296 0.700
人文 -1.271 -4.460 *** -3.245 -3.510 *** -1.239 -2.920 ***
社会 -1.234 -4.450 *** -1.861 -2.190 ** 0.343 0.620































この定義による日本の研究者の総数は 90 万人ほどであるが、ドイツでは 50 万人程度、
英国、韓国、ロシア、フランスで 40 万人程度と少ない。部門別で見た場合、日本では企業
の研究者比率が 2015 年で 74.1％であり、米国の 68.7％、ドイツの 56.8％、フランスの
60.4％、英国の 38.2％と比べても高い比率となっている 15。 
日本の研究開発は民間企業に負う部分が大きく、2014 年度の研究費を研究主体別にみる
と、企業が 13.6 兆円、大学等が 3.7 兆円、非営利団体・公的機関が 1.7兆円で企業が突出
している 16。女性研究者比率を上げようとすれば、民間企業での女性研究者の活用が不可
欠ということになる。図表 4-4 のように、企業で働く女性研究者の数は 2005 年から 2015







                                                        
15 文部科学省 科学技術・学術政策研究所（2016）『科学技術指標 2016』 調査資料 251。図表 2-1-6, 図
表 2-1-9。 
16 総務省統計局『平成 27 年 科学技術研究調査』。 
16 
 


























                                                        
17 厚生労働省 http://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/kodomo/shokuba_kosodate/kurumin/。 





20 加藤・茶山・星越（2012：p.4 図表 3）等。  
全体 うち女性 女性比率 全体 うち女性 女性比率
大学等 291147 61425 21.1% 321571 83428 25.9% 4.8
公的機関 36725 4492 12.2% 34067 5741 16.9% 4.6
企業 490551 31541 6.4% 560466 45578 8.1% 1.7
非営利団体 12051 1232 10.2% 10567 1459 13.8% 3.6
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